
 

議 第 １ ７ 号 議 案 

 

 

ＴＰＰ(環太平洋戦略的経済連携協定)交渉から撤退することを求める 

意見書の提出について 

ＴＰＰ（環太平洋戦略的経済連携協定）交渉から撤退することを求める意見書を別

紙のとおり、富士見市議会会議規則第１３条の規定により、提出します。 
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提 案 理 由 

ＴＰＰ交渉参加から撤退することを求める意見書を地方自治法第９９条の規定に

基づき政府に対して提出するため、この案を提出します。



ＴＰＰ(環太平洋戦略的経済連携協定)交渉から撤退することを求める意見書 

 

安倍政権は、ＴＰＰ交渉について閣僚会合に並行する日米交渉で譲歩を繰り返すと

ともに、関税などをめぐって交渉が遅れているといわれたカナダなどにも譲歩を求め、

交渉が遅れた国は除いても大筋合意をすすめる態度まで表明をしました。日本国民に

は極端な秘密主義で譲歩の中身を明らかにせず、自国の権利を守る国に譲歩までを求

める姿勢は異常です。 

ＴＰＰ交渉をめぐり政府は、農産物の関税引き下げや輸入数量の拡大で、アメリカ

の要求にいかに譲歩するかを考えているのではないでしょうか。 

コメ問題では、アメリカが主食米用の日本の輸入枠を１７万トンにまで拡大するよ

う求め、日本は５万～７万トンに抑える代わりに他の関係国にも輸入枠を増やすとい

われています。コメ輸入の拡大は生産者米価の暴落で大規模農家までが経営破たんす

るなかで、日本のコメ政策をいっそう困難にします。また、酪農品や畜産品の関税引

き下げも、離農があとを絶たない国内畜産の危機に追い打ちをかけることになります。 

さらに、知的財産権で大きな対立点になっている新薬の臨床データ保護期間の延長

は、医療費削減のためにジェネリック薬品の使用を奨励している政府の医療政策をも

困難にしてしまいます。 

コメの輸入枠拡大にしても、畜産品の関税引き下げにしても、知的財産権の強化や

進出企業の権利を守るため各国の主権を脅かすＩＳＤ条項の設定にしても、国内農業

や地域経済に重大な影響を与えるものです。 

 いま必要なことは、交渉の経過、合意の内容を国民の前に明らかにし、国益を守る

としてきた公約や国会決議との整合性を検証することです。それをせずに、期限あり

きで合意を先導することはあってはなりません。 

 ＪＡグループや市民グループも、大筋合意を急ぐな、国会決議を守れと声を強めて

います。 

よって、富士見市議会は、政府に対し、暮らしと地域経済、主権の維持も約束でき

ないＴＰＰ交渉からは、撤退することを強く求めます。 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出します。  

 

平成２７年９月  日 

富士見市議会 
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